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■　ミレニアム開発目標（MDGs）　　　　　　
　　～ 2015年までに達成すべき、国際開発目標～

　ミレニアム開発目標（Millennium	Development	
Goals）とは、2015年までに国際社会が開発分野において
達成すべき共通の目標です。2000年に採択された国連ミレ
ニアム宣言などをもとに策定されました。
　MDGsでは、8つのゴールの下に、具体的な21のターゲッ
トと60の指標が設定されています。これらの目標は1990年
を基準年とし、2015年が達成期限です。
　国際社会は、MDGsを開発分野の羅針盤として、一定の

成果を上げてきましたが、母子保健など、達成の見込みの低
い目標もあります。また、サハラ以南のアフリカなど、進

しん

捗
ちょく

の
遅れが目立つ地域もあります。2015年中にMDGsを達成す
べく、国際社会におけるより一層の努力が必要です。

■　2015年より先、未来を見据えて　　　　　
　　～ポスト2015年開発アジェンダ～

　MDGsの後継の新しい国際開発目標（ポスト2015年開
発アジェンダ）策定に向けた議論が、現在国際社会で活発に
行われています。

開 発 協 力 ト ピ ッ ク ス

ポスト2015年開発アジェンダと日本の取組

01

● 世界全体では極度の貧困の半減を達成
● 世界の飢餓人口は減少し続けている
● 不就学児童の総数は約半減
● マラリアと結核による死亡は大幅に減少
● 安全な飲料水を利用できない人の割合の半減を達成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

● 1日1.25ドル未満で生活する人口の割合を半減させる
● 飢餓に苦しむ人口の割合を半減させる

極度の貧困と飢餓の撲滅

● すべての子どもが男女の区別なく初等教育の
　全課程を修了できるようにする

初等教育の完全普及の達成

●すべての教育レベルにおける男女格差を解消する
ジェンダー平等推進と女性の地位向上

● 5歳未満児の死亡率を3分の1に削減する
乳幼児死亡率の削減

● 妊産婦の死亡率を4分の1に削減する
妊産婦の健康の改善

● HIV/エイズの蔓延を阻止し、その後減少させる

● 安全な飲料水と衛生施設を利用できない人口の
　割合を半減させる

環境の持続可能性確保

● 民間部門と協力し、情報・通信分野の新技術に
 よる利益が得られるようにする

開発のためのグローバルなパートナーシップの推進

改善された点 積み残された課題

　2015年までに国際社会が開発分野において達成すべき共通の目標。上記 8つのゴールの下に、より具体的な 21のターゲットと 60の
指標が設定されている。これらの目標は 1990年を基準年としており、2015年が達成期限となっている。

まんえん
HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止

● 5歳未満児死亡率は減少するも、目標達成には遠い
● 妊産婦の死亡率は低減に遅れ
● 識字率の上昇が十分でない
● 改良された衛生施設へのアクセスは十分でない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

※　MDGsの8つのロゴは「（特活）ほっとけない　世界のまずしさ」が作成したもの

  ミレニアム開発目標 （MDGs）Millennium Development Goals
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■　ポスト2015年開発アジェンダに関する　　
　　日本の考え

　ポスト2015年開発アジェンダの策定に当たっては、
MDGsと同様に、簡素・明快さを保つ必要があります。また、
MDGsでの経験と教訓を踏まえる必要があります。MDGs
実施の過程で見えてきた地域差・国内差の課題に目を向け
て、立場の弱い人々を取り残さないよう、人間の安全保障の
理念に基づく新たな枠組みを作る必要があります。また、引
き続き貧困撲滅を中心課題として、持続可能な開発にも配慮
した目標とすべきです。
　こうした観点を踏まえ、日本は、ポスト2015年開発アジェ
ンダの下での開発協力が、「包

ほう

摂
せつ

性」、「持続可能性」、「強
きょう

靱
じん

性」の3つのキーワードに基づく人間中心のアプローチによっ
て実施されることを重視しています。「包摂性」とは、誰一人と
して取り残さないことです。一人ひとりが開発の果実を享受
する必要があります。「持続可能性」とは、経済・社会・環境の
3つの側面において、持続可能な開発を達成することです。
「強靱性」とは、個人やコミュニティの能力強化、インフラ整備
を通じて、紛争や災害、経済危機といったリスクに負けない
社会づくりです。
　また、MDGsを策定してから十数年経ったことを踏まえ、
国際社会の変化に対応する必要があります。MDGsで達成
が遅れている保健などの分野の課題や指標を改善すること
が重要です。また、人口の半分を構成する女性も重要な開発
の担い手として、女性のエンパワーメントとジェンダー平等を
引き続き進める必要があります。さらに、MDGsには含まれ
ていない防災等の課題にも対処する必要があります。
　加えて、近年、先進国から途上国への資金フローとして、
民間資金はODAの総額の2.5倍を占めます。政府間の協力
のみならず、民間セクターの関与が必須です。また、様々な社
会階層に雇用を創出して包摂的な成長を達成し、成長の果
実を広く共有することが重要です。さらに、開発効果の向上
を図るため、途上国自らがガバナンスを強化し、主体的に解
決に取り組む努力も必要です。途上国内の資源の動員も重
要です。日本の行っている法制度整備支援等は、ガバナンス
強化に寄与するものです。
　保健分野では、日本は、ポスト2015年開発アジェンダ策
定に向けて、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の重要
性を訴えています。2013年12月には、日世銀共同UHCハイ

レベル会合を東京で開催、麻生財務大臣、キム世銀総裁や
チャンWHO事務局長のほか、各国から閣僚や専門家が集ま
り、日本を含む9か国のUHCに関する経験を共有しました。ま
た、2014年9月に開催されたイベント「UHCの実現に向け
て:なぜ今なのか」には岸田外務大臣が出席し、我が国の
UHC推進に向けた様々な取組を紹介するとともに、UHC達
成に向けてグローバルリーダーたちが連携して行動すること
の重要性を訴えました。参加者からは、UHC推進について日
本のリーダーシップに対する高い評価が表明されました。

■　策定に向けた動きと日本の取組

　まだポスト2015年開発アジェンダに関する議論が本格的
に始まる前の2011年12月、日本は様々な立場の国、国際機
関、市民社会等がポスト2015年開発アジェンダについて意
見交換を行うコンタクト・グループを立ち上げ、世界の議論を
リードしました。立場にとらわれない自由な議論ができる場
所として、高く評価されています。
　その後2012年7月には、潘基文・国連事務総長が27名か
ら成るハイレベル・パネルを立ち上げ、ポスト2015年開発ア
ジェンダに関する議論が行われました。この議論には日本も
参加し、2013年5月にその報告書が提出されました。また、
2012年6月に開催された国連持続可能な開発会議（リオ＋
20）において、持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable	
Development	Goals）を策定し、それをポスト2015年開
発アジェンダに統合することが決定されました。2013年3月
にSDGsを検討するためのオープン・ワーキング・グループ
（SDGs	OWG）が、2013年8月に持続可能な開発に必要な
資金を議論するためのファイナンス委員会がそれぞれ立ち
上がり、日本も交渉に参加して、上記の日本の考えを反映さ
せるよう努めました。SDGs	OWGとファイナンス委員会は、
2014年夏までにそれぞれ国連総会に報告書を出しました。
これらの報告書も踏まえ、2015年にポスト2015年開発ア
ジェンダを決定するための交渉が国連加盟国間で行われ、
2015年9月の国連首脳会合で採択され、2016年から新し
い目標の期間が始まる予定です。

パキスタンの識字普及員の女性とノンフォーマル小学校に通う子どもたち。一緒に
笑顔を見せている大橋知穂さん。大橋さんの識字率向上のための奮闘は、37ペー
ジの「国際協力の現場から」をご覧ください（写真：大橋知穂） 第
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